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連 結 注 記 表
　

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

　

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

１ 連結の範囲に関する事項

　31社全ての子会社を連結しております。主要な連結子会社名は㈱丸八真綿、㈱丸八プロダクト、㈱丸八真綿販売、

㈱まるはちハピネス、㈱ハッチーニ丸八、㈱ユメックスマルハチ、㈱東日本丸八真綿、㈱對間丸八真綿、㈱岩本丸

八真綿、㈱IC丸八真綿、㈱五十嵐丸八真綿、㈱池口丸八真綿、㈱スマイルまるはち、㈱中部丸八真綿、㈱清水丸八

真綿、㈱ハッチ、㈱ボーマ、㈱マルハチプロ、㈱オクトシステムサービス、㈱丸八製造、㈱丸八ロジスティクス、

HATCHI SYDNEY CORPORATION PTY. LIMITED、MARUHACHI (QINGDAO) TRADING CO., LTD.、G L BOWRON & CO LIMITED、

HATCHI LAO SOLE CO., LTD.、HATCHI (THAILAND) CO., LTD.であります。

　

２ 持分法の適用に関する事項

　非連結子会社及び関連会社はありません。

　

３ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

その他有価証券

・時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しております。

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)を採用しております。

　

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

　当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は定額法を採用しております。ただし、当社及び国

内連結子会社は平成10年４月以降に取得した建物(建物附属設備は除く)については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３年～60年

機械装置及び運搬具 ２年～15年

工具、器具及び備品 ２年～15年

②無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、主な償却年数は以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア ５年

③リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

　従業員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しております。

③返品調整引当金

　返品による損失に備えるため、過去の返品率に基づき将来の返品損失見込額を計上しております。

④役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金支給に備えるため、国内連結子会社の一部では内規に基づく期末要支給額を計上しておりまし

たが、現在は、役員退職慰労金制度を廃止しております。

　当連結会計年度末の役員退職慰労引当金残高は、役員退職慰労金制度適用期間中から在任している役員に対する

支給見込額であります。

　

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方

法を用いた簡便法を適用しております。

　

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

　なお、在外子会社の資産及び負債は、各社の決算日における直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は

期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて

計上しております。

　

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たしている通貨スワップ及び為替予約について、振当処理を採用しております。また、特例

処理の要件を満たしている金利スワップについて、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・・通貨スワップ、金利スワップ及び為替予約

　ヘッジ対象・・・・外貨建借入金及び外貨建予定取引（主に輸入取引）

③ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する内部規程に基づき、将来の為替相場リスクを回避する目的で、通貨スワップ及び為替

予約を行い、借入金に対する金利変動リスクを回避する目的で、金利スワップを行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。なお、振当処理に

よっている通貨スワップ及び、特例処理によっている金利スワップについては有効性の評価を省略しております。

　

(7) その他連結計算書類作成のための重要な事項

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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(会計方針の変更に関する注記)

１ 会計方針の変更の内容及び理由

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という。）、

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」という。）及び

「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」という。）

等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰

余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしまし

た。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の

配分額の見直しが企業結合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に対する影響

額を区分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法に変更いたします。加えて、当期純利

益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。

２ 遡及適用をしなかった理由等

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)及び事

業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将来にわ

たって適用しております。

３ 連結計算書類の主な項目に対する影響額

　当連結会計年度において、連結計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。
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(連結貸借対照表に関する注記)

１ 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

建物及び構築物 2,397,384千円

土地 4,376,332 〃

計 6,773,716千円

長期借入金 500,000千円

計 500,000千円

２ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

　

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 16,579,060 － － 16,579,060

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 2,263,340 － － 2,263,340

３ 新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月５日
取締役会

普通株式 393,682 27.5 平成27年３月31日 平成27年６月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成28年５月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 429,471 30.0 平成28年３月31日 平成28年６月14日
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(金融商品に関する注記)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については定期預金等の安全性の高い金融資産で行い、銀行等金融機関からの借入により

資金を調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。海外での事業により生じる外貨建て営

業債権は、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する取引企業の株式等であ

り、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は１年以内の支払期日であります。海外での事業により生じる外貨建て営業債務は、為替の変

動リスクに晒されております。借入金は主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　与信管理規程に従い、支払条件や取引先の信用状況に応じて適正な管理を行い、リスクの軽減を図っており

ます。

② 市場リスクの管理

　外貨建債権及び債務については、為替リスク管理規程に基づき、そのリスク回避方針の決定、既導入商品の損益

状況報告、その他為替リスクに関する重要事項の決定・報告等を行っております。投資有価証券については、定期

的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直ししております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき適時に資金繰り計画を作成更新することなどの方法により、流動性リスクを管理して

おります。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより当該価額

が変動することもあります。

　

２ 金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注２)を参照ください。)。

　

連結貸借対照表計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

(1) 現金及び預金 19,490,369 19,490,369 －

(2) 受取手形及び売掛金 7,791,153

　 割賦利益繰延 △1,408,536

　 貸倒引当金 △69,202

　 合計 6,313,413 6,345,782 32,369

(3) 有価証券及び投資有価証券

　①満期保有目的の債券 2,991,673 2,994,544 2,870

　②その他有価証券 412,493 412,493 －

資産計 29,207,950 29,243,189 35,239

(1) 支払手形及び買掛金 758,387 758,387 －

(2) １年内返済予定の長期借入金 500,000 500,000 －

(3) 長期借入金 4,500,000 4,538,562 38,562

負債計 5,758,387 5,796,949 38,562
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(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

（1）現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似することから当該帳簿価額によっております。

（2）受取手形及び売掛金

　割賦販売にかかる売掛金については、回収期間が長期にわたるため、債権の回収期間ごとに区分した将来キャ

ッシュ・フローに対し、満期までの期間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっており

ます。その他については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によ

っております。

（3）有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示さ

れた価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券に関する注

記」を参照ください。

　

負 債

（1）支払手形及び買掛金（2）１年内返済予定の長期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似することから当該帳簿価額によっております。

（3）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

　

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

(単位：千円)

区分 平成28年３月31日

非上場株式 34,493

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)有価証券及
び投資有価証券」には含めておりません。

　

(注３) 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
(千円)

１年超
５年以内
(千円)

５年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 19,490,369 － － －

受取手形及び売掛金 3,885,829 3,627,904 277,420 －

有価証券及び投資有価証券

　満期保有目的の債券 1,323,206 1,668,466 － －

合計 24,699,405 5,296,371 277,420 －

　

(注４) 短期借入金、長期借入金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

１年内返済予定の長期借入金 500,000 － － － － －

長期借入金 － 2,000,000 1,500,000 － 1,000,000 －

合計 500,000 2,000,000 1,500,000 － 1,000,000 －
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(有価証券に関する注記）

１ 満期保有目的の債券

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
時価
(千円)

差額
(千円)

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの 692,632 709,162 16,529

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの 2,299,041 2,285,381 △13,659

合計 2,991,673 2,994,544 2,870

２ その他有価証券

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　株式 168,893 50,360 118,532

小計 168,893 50,360 118,532

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　株式 243,600 323,986 △80,386

小計 243,600 323,986 △80,386

合計 412,493 374,346 38,146

　※時価を把握することが極めて困難と認められるものは、上記表に含めておりません。
　

(デリバティブ取引に関する注記)

１ ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

為替予約等の
振当処理

　為替予約取引
　 買建
　 米ドル 買掛金 251,930 － △13,199

合計 251,930 － △13,199

　
(2) 金利関連

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定受取変動

１年内返済予定の
長期借入金

500,000 － （注）

合計 500,000 －

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている借入金と一体として処理されているため、そ
の時価は当該借入金の時価に含めて記載しております。

２ ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

通貨関連

種類
契約額等
（千円）

契約額等のうち
１年超（千円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引
以外の取引

　為替予約取引
売建

　 米ドル
ユーロ

　 買建
　 円

531,703
89,856

46,167

－
－

－

2,934
3,885

△993

2,934
3,885

△993

合計 667,728 － 5,826 5,826
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(賃貸等不動産に関する注記)

　当社グループは、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビルを有しております。なお、賃貸用のオフィス

ビルの一部については、当社及び一部の子会社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産

としております。

　また、当該賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額

及び時価は次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額
期末時価

期首残高 期中増減額 期末残高

賃貸等不動産 7,879,929 △84,295 7,795,634 10,046,051

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産
2,178,269 △44,136 2,134,133 2,529,678

（注１）連結貸借対照表計上額は取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当期末の時価は主として不動産鑑定評価書に基づく金額であります。

　

　また、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する損益は、次のとおりであります。

（単位：千円）

賃貸収益 賃貸費用 差額 その他

賃貸等不動産 706,974 356,282 350,691 －

賃貸等不動産として使用

される部分を含む不動産
110,214 97,536 12,678 －

― 8 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年06月03日 09時28分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



(１株当たり情報に関する注記)

　 １株当たり純資産額 3,063円02銭

　 １株当たり当期純利益 97円60銭

(重要な後発事象に関する注記)

１．公募による自己株式の処分について

当社は、平成28年４月８日に名古屋証券取引所市場第二部に上場いたしました。当社は上場にあたり、平成28年３

月７日及び平成28年３月18日開催の取締役会において、下記のとおり公募による自己株式の処分を決議し、平成28

年４月７日に払込が完了いたしました。

① 募集株式の種類及び数：当社普通株式 1,016,000株

② 発行価格：１株につき 680円

一般公募はこの価格にて行いました。

③ 引受価額：１株につき 625.60円

この価額は、当社が引受人より１株当たりの払込金として受け取った金額であります。なお、発行価格と引受価額

と の差額の総額は、引受人の手取金となります。

④ 払込金額：１株につき 527円

この金額は、会社法上の払込金額であり、平成28年３月18日開催の取締役会において決定された金額であります。

⑤ 払込期日：平成28年４月７日

⑥ 発行価額の総額：535,432千円 会社法上の払込金額の総額であります。

⑦ 引受価額の総額：635,609千円

⑧ 募集方法：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

⑨ 資金の使途: 当社子会社への投融資資金として、寝具・リビング用品事業の生産設備の購入並びに修繕、不動産

賃貸事業の不動産投資及びクレジット債権にかかる長期運転資金として実施した借入金の返済の一部に充当する予

定であります。

２．第三者割当による自己株式の処分について

当社は、平成28年４月８日に名古屋証券取引所市場第二部に上場いたしました。当社は上場にあたり、平成28年３

月７日及び平成28年３月18日開催の取締役会において、東海東京証券株式会社が行うオーバーアロットメントによ

る当社株式の売出し（貸株人から借入れる当社普通株式165,800株の売出し）に関連して、以下のとおり同社を割当

先とする第三者割当による自己株式の処分を決議しており、平成28年５月11日に払込が完了いたしました。

① 募集株式の種類及び数：当社普通株式 165,800株

② 割当価格：１．公募による自己株式の処分について③と同一であります。

③ 払込金額：１．公募による自己株式の処分について④と同一であります。

④ 申込期日：平成28年５月10日

⑤ 払込期日：平成28年５月11日

⑥ 発行価額の総額：87,376千円 会社法上の払込金額の総額であります。

⑦ 引受価額の総額：103,724千円

⑧ 割当先：東海東京証券株式会社

⑨ 資金の使途：１．公募による自己株式の処分について⑨と同一であります。
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個 別 注 記 表
　

(継続企業の前提に関する注記)

　該当事項はありません。

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１ 資産の評価基準及び評価方法

関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定率法を採用しております。

(2) 無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計

算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金 従業員賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額

を計上しております。

４ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

　

(会計方針の変更に関する注記)

１ 会計方針の変更の内容及び理由

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」という）及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基準」とい

う。）等を、当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更いたしまし

た。また、当事業年度の期首以後実施される企業結合について、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額

の見直しが企業結合年度の翌年度に行われた場合には、当該見直しが行われた年度の期首残高に対する影響額を区

分表示するとともに、当該影響額の反映後の期首残高を記載する方法にいたします。

２ 遡及適用をしなかった理由等

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)及び事業分離等会計基準第57－４項

(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しております。

３ 計算書類の主な項目に対する影響額

　当事業年度において、計算書類及び１株当たり情報に与える影響額はありません。
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(貸借対照表に関する注記)

　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

(1) 短期金銭債権 62,254千円

(2) 短期金銭債務 6,643千円

　
(損益計算書に関する注記)

　関係会社との取引高

(1) 営業収益 1,084,291千円

(2) 営業費用 38,838千円

　

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　
　自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度

期首の株式数(株)
当事業年度

増加株式数(株)
当事業年度

減少株式数(株)
当事業年度末
の株式数(株)

普通株式 2,263,340 － － 2,263,340
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(税効果会計に関する注記)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 5,554千円

未払事業税 1,800千円

その他 462千円

繰延税金資産小計 7,816千円

繰延税金資産合計 7,816千円

繰延税金資産の純額 7,816千円

　

２ 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会で成立し、平成28年４月１日以後に開始する事業年度から法人税等

の税率が変更されております。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従

来の34.8％から、34.3％に変更されております。なお、当該税率変更による影響は軽微であります。

　

(関連当事者との取引に関する注記)

１ 子会社

　

種類 会社の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

子会社 ㈱ 丸 八 真 綿
（所有）
直接100％

役員の兼任
経営管理

経営指導料
の受領

195,063 未収入金 16,958

子会社 ㈱ 丸 八 真 綿 販 売
（所有）
直接100％

役員の兼任
経営管理

経営指導料
の受領

180,000 未収入金 16,200

子会社 ㈱丸八プロダクト
（所有）
直接100％

役員の兼任
経営管理

経営指導料
の受領

180,000 未収入金 16,200

　
取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）経営指導料は業務内容を勘案し、両社協議のうえ決定しております。

２ 役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報に関する注記)

　 １株当たり純資産額 2,560円52銭

　 １株当たり当期純利益 37円84銭
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(重要な後発事象に関する注記)

１．公募による自己株式の処分について

当社は、平成28年４月８日に名古屋証券取引所市場第二部に上場いたしました。当社は上場にあたり、平成28年３

月７日及び平成28年３月18日開催の取締役会において、下記のとおり公募による自己株式の処分を決議し、平成28

年４月７日に払込が完了いたしました。

① 募集株式の種類及び数：当社普通株式 1,016,000株

② 発行価格：１株につき 680円

一般公募はこの価格にて行いました。

③ 引受価額：１株につき 625.60円

この価額は、当社が引受人より１株当たりの払込金として受け取った金額であります。なお、発行価格と引受価額

との差額の総額は、引受人の手取金となります。

④ 払込金額：１株につき 527円

この金額は、会社法上の払込金額であり、平成28年３月18日開催の取締役会において決定された金額であります。

⑤ 払込期日：平成28年４月７日

⑥ 発行価額の総額：535,432千円 会社法上の払込金額の総額であります。

⑦ 引受価額の総額：635,609千円

⑧ 募集方法：一般募集（ブックビルディング方式による募集）

⑨ 資金の使途: 当社子会社への投融資資金として、寝具・リビング用品事業の生産設備の購入並びに修繕、不動産

賃貸事業の不動産投資及びクレジット債権にかかる長期運転資金として実施した借入金の返済の一部に充当する予

定であります。

２．第三者割当による自己株式の処分について

当社は、平成28年４月８日に名古屋証券取引所市場第二部に上場いたしました。当社は上場にあたり、平成28年３

月７日及び平成28年３月18日開催の取締役会において、東海東京証券株式会社が行うオーバーアロットメントによ

る当社株式の売出し（貸株人から借入れる当社普通株式165,800株の売出し）に関連して、以下のとおり同社を割当

先とする第三者割当による自己株式の処分を決議しており、平成28年５月11日に払込が完了いたしました。

① 募集株式の種類及び数：当社普通株式 165,800株

② 割当価格：１．公募による自己株式の処分について③と同一であります。

③ 払込金額：１．公募による自己株式の処分について④と同一であります。

④ 申込期日：平成28年５月10日

⑤ 払込期日：平成28年５月11日

⑥ 発行価額の総額：87,376千円 会社法上の払込金額の総額であります。

⑦ 引受価額の総額：103,724千円

⑧ 割当先：東海東京証券株式会社

⑨ 資金の使途：１．公募による自己株式の処分について⑨と同一であります。
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